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前文

大統領、あるいは首相として、様々な出来事や過程に関わる機会に恵まれ
ることがある。それでも、仕事の未来世界委員会の共同議長を務めたことは、
我々二人にとって本当に特別な出来事であった。これは、委員会で取り上げ
た課題と委員会がどう取り組んだかを振り返っての実感である。

我々はそれぞれ産業界と労働組合での前歴がある。自分自身の経験に照ら
して、労働の重要性、そして使用者と労働者との社会対話を通じた共同の解
決策の実行力のどちらも認識しているつもりである。

我々二人とも自国の南アフリカとスウェーデンにおいて、労働市場の変化
を中心とした社会変容を目の当りにしてきたし、また自分自身がその社会変
容の一部でもあった。それゆえ、いま現在すべての社会が経験しているグロー
バルな社会変容について反芻する旅の一員となる機会を得たことに感謝して
いる。

仕事の未来世界委員会は、ILOの事務局長の招請により2017年10月に発
足した。その後計4回会合を開き、2018年11月に最後の会合を行った。委
員会は仕事の世界のあらゆる側面に関する継続的な対話の場であり、重点課
題と機会を特定し、政府や労使団体を含む全てのステークホルダーに行動を
呼びかける提言を作成することが任務であった。

委員会の構成委員は、世界を代表する賢人の集まりで、それぞれが異なる
分野と経歴を持ち、多彩な経験と視点を有していた。これほど熱意と知識に
溢れた方たちとともに仕事ができたことは心から喜ばしいことであった。

各委員は驚嘆すべき努力を払った。多忙を極めていたにもかかわらず、す
べての委員が貢献をし、求められている以上に委員会に携わった。特定の課
題をさらに掘り下げるため、個別に研究を行い、少人数の政策対話にも参加
した。

重点課題を絞り込んで、簡潔な報告書とすることは容易なことではなかっ
た。委員間で意見の相違が見られた点もあり、すべての委員がすべての提案
に賛同はしていないだろう。また議論の中で、提言を実行に移す方法などの
良い提案が出たが、報告書に含めることができなかったものもある。

ガイ・ライダー事務局長のリーダーシップのもと、ILO事務局は、本報告
書の取りまとめ作業において、最新の研究や政策上の知見を提供することを
はじめ中心的な役割を担ってくれた。また、委員会報告書の執筆顧問を務め
てくれたサラ・マリー氏のおかげで非常に中身のある報告書に仕上がった。
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仕事の未来世界委員会報告書 － 輝かしい未来と仕事

世界委員会は、報告書の中で仕事の世界が直面している変容が差し迫って
いる様子を描出し、これらの変容にいかにして対処し、それを利していくた
めの知恵を提供することを目指した。いま我々が願うのは、この報告書をきっ
かけに幅広い問題－例えば、どのようにして社会対話のための民主的な次元
を強化するか、どのようにしてビジネスモデルをより人間中心のアジェンダ
と整合させるのか－について議論が深められることである。本報告書が、ハ
イレベルな政策立案者から若い学生、労働者、ビジネスリーダー、プラット
フォーム起業家、インフォーマル経済の労働者を含む幅広い読者層にとって、
読み易く、意義のあるものとなるように心がけたつもりである。なぜなら、
誰もが変化について認識し、皆で解決策を探すために協働することができれ
ば、私たちの仕事の世界に輝く未来が到来すると確信しているからである。

シリル・ラマポーザ ステファン・ロベーン



エグゼクティブサマリー
（概要）
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仕事の未来世界委員会報告書 － 輝かしい未来と仕事

仕事の未来

新たな原動力が「仕事の世界」を変えつつある。変化に対処するためには、
確固たる行動が求められる。

労働生活の質を改善し、選択肢を拡げ、ジェンダー格差をなくし、世界的
不平等が招いた損失を取り戻す機会は数限りなく存在する。しかしながら、
これらはひとりでに実現するものではない。確固たる行動をとらなければ、
世界は一段と不平等と不確実性を拡大させる方向に向かっていくだろう。

人工知能、自動化、ロボティクスなどのテクノロジーの進歩は新たな仕事
を創り出す一方で、移行過程で仕事を失うことになるのは、新たな機会をつ
かみとる準備が最もできていない人々かもしれない。今日のスキルは明日の
仕事には通用しなくなり、新たに習得したスキルも瞬く間に時代遅れになる
かもしれない。持続可能な取り組みやクリーンテクノロジーの採用を通じて
グリーン経済化を進めれば、何百万もの仕事が創出されるだろうが、一方で
炭素・資源消費型産業を縮小させていくのに伴い失われる仕事もあるだろう。
人口動態の変化も同様に影響が大きい。一部地域での若年層の増加と他地域
での高齢化は、労働市場および社会保障制度に重くのしかかるかもしれない
が、これら人口動態の変化はケアサービスの供給や誰ひとり取り残されるこ
とのない活発な社会をもたらす新たな可能性をも秘めている。

輝かしい未来を創り、経済的保障・機会均等・社会正義を実現し、最終的
には我々の社会組織を強化するためには、これらの変化のもたらす機会をつ
かみとることが必要である。

好機をとらえる：社会契約を再活性化する

この新しい道を切り拓いていくには、政府および使用者・労働者団体の決
意ある行動が必要である。政労使は、労働者の経済への継続的な貢献の対価
として、経済発展の成果の公平な分配、権利の尊重、リスクからの保護を約
束する「社会契約 a)」を再活性化しなければならない。現時点で対話の場から
排除されている何百万人もの労働者を含む仕事の世界の全ての当事者が完全
に参加することができれば、社会対話は、現在進行中の変化への対処として

「社会契約」を活性化するうえで重要な役割を担うだろう。

a) ここでの「社会契約」はILO憲章およびフィラデルフィア宣言の提唱した内容を指
し、主に経済発展の成果の公平な分配、権利の尊重、リスクからの保護を意味する。
本文内で解説がなされる。（注：ILO駐日事務所）
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エグゼクティブサマリー（概要）

人間中心のアジェンダ設定

我々は、社会契約を強化するために、人間と仕事を経済社会政策およびビ
ジネス慣行の中心に位置付ける「仕事の未来のための、人間中心のアジェンダ」
を提唱する。アジェンダは、現在および将来の世代のために、成長、公平、そ
して持続可能性を推進していく相互に連携した三つの行動の柱で構成される。

1. 人間の潜在能力への投資の拡充

カーボンニュートラル b) でデジタルな時代に人間が繁栄していくためには、
人的資本の枠を超えたより広範な次元を対象とするアプローチが求められ、
それゆえに人々の機会を拡げ幸福度を高めるための権利および実現可能にす
る制度環境を含め、生活水準の発展と進歩に根ざしていく必要がある。

・ 技能の取得・再取得・向上を可能にする生涯学習の普遍的権利の確立。生
涯学習は、幼少期のフォーマル・インフォーマルな学習と基礎教育から、
成人後の学習までを含む概念である。政労使および教育機関は、効果的で
適切な財源が確保された生涯学習のエコシステムを整備する相互補完的な
責任を負う。

・ 仕事の未来の変容への対応を支援する制度・政策・戦略への投資の拡大。
若年層は、一段と困難になりつつある教育から就業への移行を乗り切るた
めに助けが必要となる。高齢の労働者には、希望する限り経済活動に従事
し続けられるように選択肢を拡大することが必要となり、これにより生涯
現役社会を実現することができる。すべての労働者には、労働市場のより
活発な変化に対処するための支援が一生を通じて必要である。積極的労働
市場政策の一層の推進と、公共職業安定サービスの拡大が必要である。

・ ジェンダー平等に向けた変革的かつ測定可能なアジェンダの実施。仕事の
世界は家庭から始まる。職場での真の機会均等を実現するために、育児休
業から公的育児介護サービスへの投資まで、家庭内での無償の育児介護の
仕事の分担を促す政策が必要である。女性の利益代表とリーダーシップの
強化、職場での暴力とハラスメントの根絶、そして賃金の透明化を図る政策
は、ジェンダー平等の前提条件である。また、技術発展により将来創出さ
れる仕事においてもジェンダー平等を図るために特別な措置が必要である。

b) 排出される二酸化炭素と吸収される二酸化炭素が同じ量であるという概念  
（注：ILO駐日事務所）
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仕事の未来世界委員会報告書 － 輝かしい未来と仕事

・ 出生時から高齢期までの普遍的な社会的保護の提供。仕事の未来では、社
会連帯とリスク分担の原則に基づいた、一生涯を通じて人々のニーズを支え
る強靭かつ柔軟な社会的保護制度が必要となる。より高いレベルの保護を
与える拠出型社会保険の仕組みによって補完しつつ、必要性のあるすべて
の人に基本的な保護を提供する社会的保護の土台の形成が求められている。

2. 仕事に関わる制度への投資の拡充

我々は、仕事に関わる制度を強化し、再活性化することを提唱する。規制
や雇用契約から労働協約および労働監督制度まで、仕事に関わる制度は公正
な社会の礎である。これら諸制度は、労働のフォーマル化、ワーキング・プ
アの減少、そして尊厳・経済的保障・機会均等を伴った仕事の未来を確保す
る道を切り拓くものである。

・ 普遍的労働諸権利保障の確立。契約内容や雇用形態を問わず、すべての労
働者は、労働者の基本的権利、すなわち「妥当な生活賃金」（1919年ILO
憲章）、労働時間の上限規制および労働安全衛生の保護を受けなければな
らない。労働協約または法令は、労働者の保護の土台の水準を引き上げる
ことができる。また、この諸権利保障確立の提案は、労働安全衛生を労働
における基本的原則および権利の一部として認めることも含意している。

・ 時間主権（労働者が自らの労働時間をコントロールする）の拡大。労働者
は、事業上の要請に応えつつ、その時間主権を拡大できるようにする必要
がある。選択肢を広げるため、また仕事と生活の間の調和を実現するため
にテクノロジーを活用することで、労働者は時間主権を拡大し、労働時間
と生活時間の境界が曖昧化していくことに伴う負担に対処することができ
る。生産性を向上させる施策とともに労働時間の上限規制を導入すること、
また労働シフト上の柔軟性と管理のための現実的な選択肢の提供を可能に
する最低労働時間保証の導入には、継続的な取り組みが必要となる。

・ 公共政策によって積極的に推進される、公益としての社会対話を通じた、
労使の集団的利益代表制度の保障。すべての労働者と使用者は、結社の自
由および団体交渉の権利を享受し、国家はこれらの権利を保障しなければ
ならない。労使団体は、新しいビジネスモデルに従事する者も含めて、技
術の活用なども含めた組織改革手法を通じて、利益代表としての正統性を
強化しなければならない。また労使団体は、多様な利害関係者を社会対話
の場に呼び込むために、その招集力を発揮しなければならない。
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エグゼクティブサマリー（概要）

・ ディーセント・ワークのために技術を活用し、制御する。これは、労働者
と管理者自身が、仕事のデザインについて協議することを意味する。また
これは、人工知能について、仕事に影響する最終的な決断は人間自身が行
うこととする「人間主導」のアプローチを採用することをも意味する。そ
して、プラットフォーム（およびその顧客）に対して労働者の最低限の権
利および保護の保障を要求するために、デジタル・プラットフォーム上の
国際的なガバナンス制度も設けなければならない。テクノロジーの進歩に
伴って、仕事の世界上でのデータの取り扱いやアルゴリズムに基づく労務
管理に関する規制が必要とされる。

3. ディーセントで持続可能な仕事への投資の拡充

我々は、国連の「持続可能な開発のための2030アジェンダ」に沿って、
投資の変革を提唱する。

・ ディーセントで持続可能な仕事の実現に向けた重点分野への投資インセン
ティブ。重点分野への投資は、ジェンダー平等を推進し、何百万もの仕事
を創出し、中小零細企業に新たな機会を提供する。これからも世界の多く
の労働者が支えとする農村経済の発展は優先されるべきである。格差をな
くし、高付加価値な仕事を支えるためには、物理的またデジタルな質の高
いインフラに投資を振り向けることが必要である。

・ 長期的な視野での投資アプローチに向けたビジネスインセンティブの仕組
みの再構築、および人間開発と幸福度を測る補完的指標の模索。これらの
取り組みには、公正な財政政策、企業会計基準の改正、ステークホルダー
による利益代表の拡大、そして情報開示実務の変更などがありうる。加え
て、成長成果の分配面や、家庭や地域社会で行われる無償労働の価値、そ
して環境破壊などの経済活動の外部性などを考慮に入れるために、国家の
発展度合いを測る新たな指標も考案されなければならない。

責任を持つ

我々は、すべてのステークホルダーに対し、公正かつ公平な仕事の未来を
築くために責任を持つことを呼びかける。社会契約を各国で強化するための
緊急アクションには、人間の潜在能力、仕事に関わる制度およびディーセン
トで持続可能な仕事の機会の活用への投資を拡充することが必要である。各
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国は、政府および労働者団体、使用者団体との社会対話を通じて「仕事の未来」
戦略を策定しなければならない。

我々は、すべての多国間機関が、アジェンダに関する共同作業を強化する
ことを求める。特に、世界貿易機関（WTO）、ブレトンウッズ機関、および
ILOとの間でより体系的かつ実質的な実務関係を構築することを推奨する。
貿易、金融、経済社会政策の間には強固かつ複雑で極めて重要な結びつきが
ある。我々が提唱する、人間中心の成長と開発のアジェンダの達成は、これ
ら政策間の調和に大きくかかっている。

ILOは、権利に基づいた労働基準設定の役割および三者構成主義の十分な
尊重を基本として、アジェンダの実行支援において独自の役割を担う。また
社会対話、各国の「仕事の未来」戦略に係る助言と分析、そしてテクノロジー
の応用が仕事のデザインと労働者の幸福度へ与える影響の分析において、
ILOは国際システムの中で中心的な役割を担うことができる。

我々はさらに、ILOの役割の普遍性に特に留意することを求める。これは
ILOが、歴史的に社会正義とディーセント・ワークの保障から除外されてき
た人々、特にインフォーマル経済で就労してきた人々を包摂する活動を拡充
していくことを意味する。同様に、仕事が行われる状況の多様化、とりわけ
プラットフォーム経済においてデジタル技術が仲介する仕事といった新しい
現象に対する革新的な行動をも意味する。我々は、労働諸権利の保障がこれ
らの課題に対処する適切なツールであると考え、ILOがその実施に向け早急
に注力することを推奨する。

本報告書は、長い旅路に向けた第一歩になると考えられる。世界中の政府、
使用者、そして労働者を結集させる機関として、ILOはこの先の旅に向けた
羅針盤かつガイドとしての適切な役割を果たすにふさわしい存在といえる。



好機をとらえる
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仕事は生活の基盤である。仕事は、物質的ニーズを満たし、貧困を回避し、ディーセント・
ライフ（人間らしい生活）を築く手段である。さらには物質的ニーズだけではなく、アイデ
ンティティ、帰属、目的意識をも与えてくれる。仕事は選択肢の幅を広げ、我々に明るい未
来像を垣間見せてくれる。

仕事は、つながりや交流のネットワークを提供し、社会的結束を構築することで、共同体
としての重要性も持つ。仕事と労働市場を適切に整備することが、社会的平等を実現させる
うえで非常に重要となる。

一方で、仕事は、危険で、健康を害し、低賃金で、見通しが立たなかったり、不安定な側
面も持つ。仕事によっては、可能性の広がりを感じさせるのではなく、文字通りそして精神
的に逃げ場を失ったと感じさせるものもある。そして、仕事に就けない人々にとっては、仕
事は排除の源泉である。

職業人生における根本的かつ破壊的な変化が社会全体に影響を及ぼす中、我々は現代にお
ける最も重要な課題のひとつに直面している。新たな力が仕事の世界を大きく変容させてい
る（表1参照）。仕事の世界が変貌していく中で、緊急に対応すべき課題が生まれている。人
工知能、自動化、ロボティクスなどのテクノロジーの進歩は新たな仕事を創り出すが、この
移行過程で仕事を失うことになるのは、新たな機会をつかみとる準備が最もできていない
人々かもしれない。1 今日のスキルは明日の仕事には通用しなくなり、新たに習得したスキル
も瞬く間に時代遅れになるかもしれない。このままの流れでは、デジタル経済は地域間格差
およびジェンダー格差を拡大させていく可能性が高い。そして、プラットフォーム経済を構
成する、クラウドワークのウェブサイトやアプリの仲介する仕事は、19世紀からの労働慣行
を再現し、「デジタル日雇い労働者」という将来世代を生みだす可能性がある。2 地球を大切
にし、気候変動の抑制を図る仕事の未来への移行は、労働市場の混乱に拍車をかける可能性
もある。一部地域の若年層の増加は、若年層の失業率を悪化させ、移住に拍車をかけると見
込まれる。他地域における高齢化は、社会保障と介護制度に対する負担をさらに増加させる
だろう。ディーセント・ワーク創出への我々の取り組みにおいて 3、任務はさらに難しくなっ
たといえる。

こうした新たな課題が出てきたことは、従来の課題を悪化させるおそれがある（20ページ
のインフォグラフィック参照）。失業率は依然容認しがたいほど高く、何十億人もの労働者
がインフォーマル雇用に就いている。4 3億人もの膨大な数の労働者が極度の貧困の中で暮ら
している。5 何百万人もの男女および児童が現代の奴隷制の被害者となっている。6 数えきれな
いほど多くの人々がいまだに過度な長時間労働に従事しており、いまだに毎年何百万人もの
労働者が労働災害で死亡している。7 職場でのストレスはメンタルヘルスを損なうリスクを高
めている。8 賃金上昇率は生産性上昇率に追いつかず 9、国民所得に占める労働者への分配率

1．好機をとらえる
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表1.今後の労働市場の変化予測
出典 予測

テクノロジー Frey and 
Osborne, 2015
年

米国の労働者の47%が自動化よって仕事を失う
恐れがある。

Chang and 
Phu, 2016年

ASEAN5カ国：今後20年間に仕事の56%が自動
化される恐れがある。

McKinsey 
Global 
Institute, 2017
年

実証済みのテクノロジーを使用した全面自動化が
可能な職業は全体の5%未満だが、約60%の職業
の業務構成要素の少なくとも30%が自動化可能
である。

OECD, 2016年 OECD加盟国において平均9%の仕事が自動化の
恐れが高い。50 ～ 70%の仕事は、全面自動化と
はならないものの、業務の大部分が自動化され、
仕事の形態が変わる。

世界銀行, 2016
年

途上国における仕事の3分の2が、自動化の影響
を受けやすい。

WEF, 2018年 約50%の企業が、自動化によって2022年までに
フルタイム労働者数はある程度減少すると見通し
ている。

持続可能な
環境への移行

ILO, 2018年 パリ気候アジェンダの履行によって、世界で600
万人が失業し、2400万人分の雇用が創出されると
見込まれている。

人口変動 UNDESA, 2017
年

2050年までの従属人口指数（15歳から64歳まで
の総人口に対する0歳～ 14歳と65歳以上の総人
口の比率）は、欧州（24.8ポイント）と北米（14.4
ポイント）で急上昇し、アジア（8.5ポイント）、
大洋州（6.8ポイント）、中南米・カリブ（7.6ポ
イント）では緩やかな上昇が予測される。アフリ
カ全体では、従属人口指数は18.7ポイント低下す
ると予測され、地域人口の半数が0歳から24歳の
若年層となる。その他の地域すべてにおいて高齢
化が進む。
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3億4400万
の仕事

雇用 

現在の失業対策としての
1 億 9000 万の雇用創出に
加え、2030 年までに3 億
4400 万の雇用を創出する
必要がある

ILO Economic Trends Model
（2018 年 5 月）

36.1%
労働時間 

世 界 の 労 働 者 の う ち
36.1% が 長 時 間 労 働（1
週 48 時間を超える）

Messenger, 2018

1.8%
賃金 

賃 金 上 昇 率 が2016 年 の
2.4%から2017 年に1.8%
に低下

ILO, 2018d

20%
男女間賃金格差 

女性の収入は、男性より
約 20% 低い

ILO, 2018d

1%
不平等 

1980 年 から2016 年 の 間
に、 世 界 所 得 増 加 分 の
27% を世界人口の1% に
あたる富裕層が得ており、
50% にあたる貧困層が得
たのはわずか12%

Alvared 他 , 2018

53.6%
デジタル格差 

世界の全世帯のうちイン
ターネットにアクセスでき
るのは 53.6%のみ。新興
国においては、その割合
はわずか15%

ITU, 2017

1億9000万人

失業 

1 億 9000 万人の失業者の
うち、6480 万人が若年層

ILO, 2018b

20億人

インフォーマル 
雇用 

20 億人がインフォーマル
経済で生計を立てている

ILO, 2018a

3億人

ワーキング・プア 

3 億人の労働者が極度の
貧困状態

（1 日 1ドル90 セント未満）
で暮らす

ILO, 2018b

278万人

業務上の傷害や 
疾病による死亡

毎年 278 万人が労働災害
や業務上疾病で命を落と
す

ILO, 2018b

++
++++
++

++
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は低下している。富裕層とそれ以外の人々との格差は拡大するばかりである。
依然として女性の収入は男性よりも20%程度低い。10 成長によって国家間の
不平等は軽減されているにもかかわらず、多くの社会内部ではさらに不平等
が広がりつつある。11 何百万人もの労働者は、選挙権を剥奪され、基本的権
利を奪われ、その声は聞き届けられないままなのである。

このような複合的な課題は、社会正義と平和への取り組みにも広範な影響
を及ぼしている。さらに、社会を結束させる、繁栄の共有という基本的理念
を損なう恐れがあり、民主制度への信頼をも低下させてしまう。不安と不確
実性の高まりは孤立主義とポピュリズムを煽る。開かれた社会、開かれた経
済からの後退が懸念されている。

一方で、注目に値する機会が社会を動かそうとしている。テクノロジーの
進歩は、働く場所と時間の選択肢を増やすだけでなく、新たなより良い仕事
も創出している。二酸化炭素排出量を低減させることは、成長、開発および
雇用のニーズを満たし農村地域の生活を改善する大きな機会を提供する。女
性が労働力として活躍できるようにすることは、新たな可能性を引き出し、
経済成長を促進するだろう。教育や訓練を受け、テクノロジーを利用するこ
とで、農村地域は変わることができる。高齢者がいつまでも活動的で積極的
に社会に関与できるならば、彼らのスキルと経験を通じて社会と経済は豊か
になっていくだろう。若者が潜在能力を十分に発揮し、新たな機会にアクセ
スできるなら、彼らは明日の変化の担い手となるだろう。

好機をとらえ、人々の懸念に的確に対応するとともに、このような変化が
もたらす数多くの機会を広く開放する必要がある。その中に変革の種があり、
世界中の人々の生活を改善するための行動計画を策定できるだけのダイナミ
ズムと可能性が秘められている。しかし、確固たる行動を取らなければ、政治・
社会・経済にわたる破壊的な影響を伴って、不平等を拡大し、不確実性を高め、
排他性が強まる世界に無自覚のまま足を踏み入れることとなるだろう。

仕事の世界における本質的な混乱に対して、世界規模での集団的な対応が
求められたのはこれが初めてではない。破滅的な世界大戦後の1919年、政府、
使用者、労働者の代表が集まり、社会正義に向けた共通のコミットメントの
もと、「世界の平和及び協調が危うくされるほど大きな社会不安を起こすよ
うな不正、困苦及び窮乏を多数の人民にもたらす労働条件が存在し、且つ、
これらの労働条件を改善することが急務である」として国際労働機関（ILO）
を創設した。12 今日もなお、永続する平和と安定は、社会正義にかかっている。
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出典：ILO, 2017d

出典：ILO NORMLEX
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ILOの創設者たちは、ILOに人道的な労働条件の実現のための国際労働基
準と政策の策定を課した。これらの国際労働基準の基盤となる最も基本的な
原則は、「労働は商品ではない」、そして「人間は自由および尊厳並びに経済
的保障および機会均等の条件において、物質的福祉および精神的発展を追求
する権利をもつ」、ということであった。現在もこれに変わりはない。仕事
の世界の変化を通じて社会も移り変わっていく中で、これらの原則を遵守す
ることは、社会に大きな恩恵をもたらすと確信している。

ILO憲章は、歴史上最も野心的でグローバルな社会契約である。13 この枠
組みの中で、あらゆる発展段階にある国や地域において、政府と国民、労働
者と企業、そして異なる人口集団間との関係を規定する様々な取り決めが今
日存在している。特定の水準に合わせてあるこれらの社会契約には、労働者
は、成長と繁栄への貢献の対価として権利が尊重され市場経済のリスクから
保護された上で、成長に対する公平な分配が保証される、という共通認識が
反映されている。

社会契約の実際的な強みは、仕事の世界の主要な当事者間で行われる社会
対話が進行するプロセスにある。14 それが本来あるべき姿で機能するならば、
社会対話は、参加、公平性そして正当性を高める。そして社会対話は、仕事
の世界で最も厄介な問題に対して、対話の当事者に広く受け入れられるよう
な、公平かつ恒久的な解決策を生み出す。

社会契約を実施することで、仕事の世界にはこれまでにないほどの進展
が生み出されている。児童労働の発生率は劇的に低下し 15、所得の増加は何
百万人ものワーキング・プアの問題を解消し 16、労働市場に参入する女性の
数は増加し、年間労働時間は着実に減少している。17 100年前は社会的保護
制度を備えた国はほとんどなかったが、現在では大半の国で、少なくとも基
本的な制度は整えられている（22ページの図参照）。18 権利の認識と尊重は、
日々の仕事の中で労働者に発言権を与えている。そして、労使団体は社会対
話に携わることで政策協議の場に参加する機会が増えている。さらに重要な
ことは、社会正義、完全雇用およびディーセント・ワークが、国連の「持続
可能な開発のための2030アジェンダ」に明記されたことである。

しかし、仕事の未来を形作る強力な力は、ILO創設時に取られた行動に匹
敵するくらいの変革を起こすような行動を必要としている。政労使は、将来
直面する課題に対応するために社会契約を再活性化する必要がある。
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この極めて大切なときに、グローバルな社会契約が一部の国では不均一に、
また他の国では不完全な形で履行されていることを認識することが重要であ
る。加えて、社会契約を支える公的制度は、農村経済やインフォーマル経済
で働いている多くの労働者をはじめ、世界の大多数の労働者に届いていない
のである。その結果、多くの労働者が社会対話から排除されてしまった。彼
らの生活に影響を与える決定が、彼らの参加なく行われている。そして、社
会全体さらにまた世代間においても、有害で容認しがたい不平等が拡大し 19、
誰もが不利益を被る状況にある。社会契約の欠如や不履行は、すべての人に
損害をもたらすのである。

我々は、人間と仕事を経済社会政策およびビジネス慣行の中心に据えた
新たなアプローチ、すなわち「仕事の未来のための、人間中心のアジェンダ」
を提唱する。このアジェンダは、三つの行動の柱で構成される。第一に、人
生の中で直面する様々な過渡期を通じて、人々の技能の習得・再取得・向上
を可能にする、人間の潜在能力への投資を意味する。第二に、自由・尊厳・
経済的保障および平等を伴った仕事の未来を確保するために、仕事に関わる
制度への投資を意味する。第三に、経済社会政策およびビジネス慣行をこの
アジェンダと整合させるために、ディーセントで持続可能な仕事への投資と、
規則とインセンティブの構築を意味する。革新的なテクノロジー、人口動態
の変化による機会、およびグリーン経済を利用することにより、これらの投
資行動は、現在と将来の世代にとって公平性と持続可能性を推進する強力な
力となりうる。

このアジェンダは方向転換を示している。経済を、人間中心の成長と開発
の道へと方向転換させる。また、ディーセント・ワークを創出し、インフォー
マル雇用に就いている人々のフォーマル雇用化を促進し、そしてワーキング・
プアを撲滅する機会を提供する。20 成長の加速に必要となる世帯収入と購買
力の増加をも支える。生産性向上の鈍化と技術革新の不均衡な普及について
懸念がある中で、このアジェンダは労働生産性を高める手段を提供する。ビ
ジネスと金融市場を、より持続可能で公平な形での価値創造へと方向転換さ
せるのに役立つインセンティブを創出する。また雇用を創出し、生活水準も
向上させるような、商品・インフラ・サービスを生み出すための実体経済へ
の投資を復活させる。そして、イノベーションと経済の多様化を促進する。

我々は、仕事の世界におけるすべての当事者に対して、誰もが仕事に求め、
必要とするものを達成するのに役立つような国内・国際政策の策定に取り組
むよう要求する。
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２.社会契約の履行：人間中心のアジェンダ

人間中心のアジェンダでは将来を見据え、カーボンニュートラルなデジタ
ル時代で繁栄するために必要な人間の潜在能力開発に重点を置く。それはこ
の新たな状況に人間を合わせるという意味ではなく、尊厳、安心、機会均
等を提供し、人間の自由を拡げる仕事の未来という方向に現在進行中の変革
を導こうとする大胆なビジョンである。アジェンダは、移行過程で人々を
支援し、人口動態が生み出す機会の活用を志向し、生涯現役社会に貢献す
る。21 また、将来世代のために社会契約を履行していくための展望を開く。

このアジェンダでは、公正な社会基盤を提供する制度が持つ力を開発して
いくことにも重点を置く。これは労働市場の民主的土台を刷新し、社会対話
を強化し、進行中の変化と職業生活の中身を形作るにあたり、あらゆる人に
発言権を与えることを意味する。また、職場での基本的権利を保障し、全労
働者が十分な労働保護を受けることを確約し、ディーセント・ワークを確保
するために技術を積極的に活用することを意味する。

さらに、すべての仕事がディーセントで持続可能なものであることを確実
にしつつ、グリーン経済、デジタル経済、ケア経済などの新経済において
ディーセント・ワークを創出するために、進行中の変化に内在する変革的可
能性を活かすことをも目指す。そして、仕事の未来は、経済をどのように構
成するか、いかに事業を運営するか、さまざまな種類の仕事にいかなる価値
を付与するか、その仕事がコミュニティにいかに貢献するかの諸決定にか
かっているという観点から、それらの決定を方向付けるルール、インセンティ
ブ、対策の再評価を行う。
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2.1�人間の潜在能力への投資の拡充
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人間の潜在能力への投資により、人々はその潜在能力を最大限発揮す
ることができ、価値を見出すことのできる生活を実現する機会を得る
ことができるだろう。22 それは再活性化された社会契約の礎であり、

人的資本への投資の範疇をはるかに超え、人間の選択肢を拡げ、幸福度を高め
る権利を含めた人間開発という、より広範な次元にまで踏み込むものである。

その軸になるのは、生涯学習の普遍的権利、移行過程への対応の支援、ジェ
ンダー平等に向けた変革的なアジェンダ、社会的保護の強化という四本の柱
である。これらは国が一定のレベルの発展に達しない限り可能にならないよ
うな追加的な政策や社会的給付ではない。むしろ、仕事が人間開発に全面的
に貢献できるように、すべての国が、人間の潜在的能力への投資を経済政策
の中心的優先事項にするように求めたものである。

普遍的な生涯学習

生涯学習の普遍的権利の公的承認と、効果的な生涯学習システムの確立を提
唱する。

仕事の構造の変容から農場、工場、オフィスに導入される最新技術まで、
変化は仕事の世界に常在するものである。人間開発に門戸を開き、機会を創
出するために、進行中の変革を活用するには、労働者が生涯学習の権利を享
受しなければならない。23 このことは、人間が新たな技術とそれに続く新た
な性質の仕事の恩恵を受けるためには必要不可欠なことである。

生涯学習は幼少期からの公的・非公式な学習と基礎教育から、成人後の学
習までを包含し、基礎的技能、社会技能・認知技能（たとえば学び方の学習
など）、特定の業務・職業・分野に必要な技能などを組み合わせたものである。
生涯学習には仕事に必要な技能のみならず、民主的社会に参加するために必
要な能力の開発も含まれる。また、若年層と失業者が労働市場に参加する道
を拓く。生涯学習は変革の可能性をも併せ持つ。つまり、幼少期の学習への
投資は、後の人生における学習を円滑にし、それが世代間の社会的流動性に
つながり、未来の世代の選択肢を広げることにつながる。24

効果的な生涯学習エコシステムの確立は共同の責任であり、教育機関のみ
ならず、政府、使用者、労働者の積極的な連携と支援を必要とする。生涯学
習を権利とするためには、政府が技能育成政策、雇用サービス、職業訓練シ
ステムなどの制度を拡充・編成し直し、学習に必要な時間や経済的支援を労
働者に提供する必要がある。労働者は継続的な収入と安定した労働市場を保
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障されることで、成人学習により参加しやすくなる。使用者および労働者団
体も、たとえば将来的に必要となる技能の予測およびそれらの提供に関与す
るなど、このエコシステムで果たすべき主導的な役割を担う。

政府は国や個々の産業部門の事情に合わせ、適切な資金調達の仕組みを考
案しなければならない。職場での訓練が引き続き重要であることを考慮する
と、使用者はそれに必要な資金調達に貢献する必要がある。使用者が独自
の職業訓練プログラムを実施する場合は、労働者団体と協力して必要な枠組
みを設計し、プログラムに資金を誘導することができる。会計基準における
職業訓練費用の扱いの見直しを含め、職業訓練への投資を拡充するインセン
ティブを事業者に与えるために、実行可能な選択肢を探る必要がある。

労働者が職業訓練のための有給休暇を取得できるようにする「雇用保険」
制度または「社会基金」の見直しを通じ、職業訓練を受ける権利を制度化す
ることを提唱する。労働者はその従事する仕事の種類を問わず、一定時間数
の職業訓練を受ける権利を獲得することができる。この制度には、特に自営
業者や中小企業の従業員のような使用者が資金援助する職業訓練を利用しに
くい労働者など、継続教育に対するニーズが一番高い労働者を支援できると
いう利点がある。

ほとんどの労働者がインフォーマル経済に従事する国に対しては、国また
は産業部門による教育の確立や職業訓練基金の設立を提唱する。これらの制
度は政労使三者構成の委員会により管理され、特に職業的技能に重きを置い
て、労働者に対して教育・職業訓練を利用する機会を提供することになる。

デジタル技術により、職業訓練への幅広い参加の新たな可能性や、柔軟か
つ短期の学習を受ける手段を通じて、時間・資金面の制約を克服する可能性
がもたらされる。訓練・教育の質は保証されなければならない。すなわち、
普遍的に質の高い教育へのアクセスにおいて、テクノロジーによって代替す
ることのできない技能、専門知識、指導力を備えた指導者が、十分に訓練され、
かつ十分な対価を支払われる形で、教育を提供しなければならない。政府が
生涯学習の品質保証の仕組みを作り、使用者及び労働者団体とともに、生涯
学習制度の有効性をモニタリングすることを提唱する。真の生涯学習を実現
するには、技能は汎用性の高いポータブルスキル a) であらねばならない。そ
のためには、国内レベルと国際レベルの双方で共通の技能認証体制を整備す
る必要がある。

a) 業種や職種が変わっても通用する「持ち運び可能な能力」厚生労働省https://www.
mhlw.go.jp/file/06-Seisakujouhou-11800000-Shokugyounouryokukaihatsukyo
ku/0000091180.pdf（注：ILO駐日事務所）

生涯学習の普遍的権利の
公的承認と効果的な生涯
学習システムの確立を提
唱する。
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確固たる生涯学習制度は普遍的な社会的保護と合わせることで、労働者が
自ら責任をもって、積極的に学習に取り組むことが可能になる。これは労働
者が、時間を投資し、その分のリスクを負担することができると分かった上
で、就労継続に必要な技能を予測し、それを獲得する方法を特定し、必要な
職業訓練に参加するということである。

移行過程への対応の支援

仕事の未来の変容への対応を支援する制度・政策・戦略への投資の拡充を提
唱する。

職業生活に変化はつきものである。教育から就業への移行、子どもを持つ、
転職、引退。25 これらの変容による課題は、進行中の世界の変化－たとえば
技術、人口動態上の変化、低炭素経済への移行－により、さらに困難を増す。
これらの変化への人々の対応を支援することは、その選択肢を拡げ、変化に
対応するための安心感を提供することになる。それは、人間に自身の職業生
活と社会を形作り、地域によっては人口動態上の有利な要因を活用する力を、
そして他の地域では生涯現役社会を創り出す力を与える。

教育から就業への移行は若年層にとって人生を左右する瞬間であるが、多
くの若者が置き去りにされる瞬間でもある。この移行を円滑に行うことに失
敗すると、後々の人生に消えることのない傷を残すことになる。26 将来、若
年層の人口が急増することにより、教育レベルとともに若年層の失業率が上
昇する一部地域では、この問題はさらに悪化することになる。27 若年層の労
働力の活用に失敗することは、開発と社会にとって長期的な悪影響をもたら
す。若年層が労働市場に組み込まれ、社会の活発な一員になれるよう、この
移行にあたり強力な支援が必要である。

政府が雇用プログラムや若手起業家の支援を通じ、若年層に向けたディー
セント・ワークの機会の拡充を図ることを提唱する。民間部門は若年層に良
質な職業実習と初めて就業する機会を提供する特別な役割を果たす。若年層
の労働に対しては、同一価値労働同一賃金の原則に従い、対価が支払われな
ければならない。就労せず、教育も職業訓練も受けていない若年層の生涯学
習の利用と参加を推進し、彼らの社会的包摂を確実にすることに特に目を向
ける必要がある。高齢化が進む国と若年層が多い国との交流と協力は、双方
の労働市場に有益な結果を生み出す。
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高齢な労働者は、経済と社会にとっての財産であり、就労可能年数が延
びるにつれて、その価値はますます増大する。28 よって、その選択肢を拡げ、
生涯現役社会を可能にするために、高齢な労働者に対する支援の拡充を提唱
する。29 経済活動の継続を希望する高齢な労働者には、たとえば労働時間の
短縮やテレワークを含む柔軟な働き方などを通じて、働き続けるための支援
を利用できるようにすべきである。30 政府は、選択肢として、部分退職の機
会の拡大や退職年齢の引き上げを行いつつ、高齢者を過剰な就労から保護を
することが考えられる。テクノロジーは、高齢な労働者および、職業生活を
送る過程で障害を負ってしまった労働者の継続的な雇用を進めるための仕事
と職場の調整に対して、革新的な手段を提供する。多くの国では、自給自足
農業であれ低賃金の小売業であれ、高齢者には仕事を辞める経済的余裕がな
い。あらゆる人に対して少なくとも基礎年金の支給を保証できれば、退職年
齢以上の労働者が、本人の希望次第で労働時間を短縮したり仕事を辞めたり
することができるし、高齢者の貧困の緩和も可能となる。

労働市場の頻繁な変化にさらされる労働者を支援するために、政府は公共
職業安定サービス（PES）への投資を拡充し、デジタルサービスや個人カウ
ンセリング、職業紹介サービスを組み合わせ、また意思決定をさせやすくす
るために労働市場情報の質を改善する必要がある。積極的労働市場政策をさ
らに先見的なものにすることで、労働者はこれらの変化への備えを充実させ
ることができる。失業保険、職業訓練、休業の権利を「就労保険」として構
成し直すための新たな仕組みを考案し、エンプロイヤビリティ（たとえば雇
用、自営業、起業に向けた職業訓練）を向上させ、労働者が失業に直面した
ときに方向転換できる力をつけられるようにしなければならない。公共職業
安定サービスと民間部門などの他のパートナー組織との協力体制を強化しな
ければならない。 

これらは集団的な課題であり、集団的な対応を必要とする。社会対話と団
体交渉は、耐久力と適応力を養う上で重要な役割を果たす。産業部門レベル
での労使団体間の移行合意により、早期介入、カウンセリング、経済的支援
を可能にする。

仕事の未来の変容への対
応を支援する制度・政策・
戦略への投資の拡充を提
唱する。
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ジェンダー平等に向けた変革的アジェンダ

仕事の未来に向けたジェンダー平等のため、変革的かつ測定可能なアジェン
ダを提唱する。

ジェンダー平等が経済的・社会的必然なものであることにもはや議論の余
地はない。しかし、差別を禁止し、均等処遇、機会均等を促進するための法
的・制度的措置にもかかわらず、過去数十年の変化が苛立たしいほどに遅
かったという事実は、なお克服しなければならない構造的障壁を浮き彫りに
している。女性は相変わらず、男性が男性のために築いた仕事の世界への順
応を強いられている。労働市場への女性の参加を促進するために多くの門戸
が開かれたものの、女性はいまだに無償のケア労働全体の4分の3を担って
いる。31 多くの国で、男性が支配する分野への女性の進出が奨励されること
は多いが、伝統的に女性の職業とされる分野への男性の進出が推奨されるこ
とはめったにない。全世界で女性を世帯主とする世帯の数にもかかわらず、
女性が行う労働はしばしば男性の労働に対する「二次的」なものと見られる。
さらに、ジェンダー平等のための闘いは、いまだに主として「女性の問題」
とされている。過去数十年のアプローチをただ続けるだけでは、もはや効果
を期待することはできない。社会は、大転換をもたらす重点に力をいれなけ
ればならない。32

ジェンダー平等は家庭から始まる。ケアと家事の男女間の責任分担を推進
する政策の採択を提唱する。これは両親が平等にケアの責任を分担すること
を奨励する育児休業給付の導入と拡大を含む。そのためには男女間のみなら
ず、国・家庭間でも、バランスのとれたケア労働分担を確保するために、公
的ケアサービスへの投資拡充が必要である（セクション2.3参照）。多くの国
で、他の公共サービスへの投資により、水汲みなどの無償労働に割く時間を
短縮することができる。

ジェンダー平等の進展について説明責任を果たすための活動を推奨する。
重要な事柄であるからこそ、数値化しなければならない。無償ケア労働を考
慮に入れることにより、その価値の捉え方を変え、国内外の幸福度につき、
より正確な全体像を描くことができる。情報開示義務と、労働者の情報を
共有する権利を保護する措置などを含め、賃金の透明性を確保する政策は、
ジェンダーに基づく賃金格差の程度を明らかにし、是正を促進することがで
きる。33 ジェンダー不平等との闘いにとって効果的なもので有り続けるよう、
クオータ制や数値目標、平等計画など種々の差別是正措置を整備し、評価し、
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恒常的に更新していかなければならない。

女性の発言権、利益代表、リーダーシップの強化が決定的に重要である。
フォーマル経済であるかインフォーマル経済であるかを問わず、また政府・
労使団体・共同事業であるかを問わず、女性が意思決定に積極的に参加する
必要がある。政府・使用者・労使団体が女性の利益代表拡大を積極的に追求し、
支援することを推奨する。

テクノロジーはジェンダー平等の実現において強力な役割を果たすことが
できる。携帯電話は就労の機会に関する知識を獲得し、就労の機会を活用す
るのに役立つ。モバイルバンキングによる融資と信用へのアクセスは、農
村経済における女性の起業を強力に後押しすることができる。一方、デジタ
ル経済の新しいビジネスモデルがジェンダー格差を固定化させていることも
明らかになっている。34 ジョブマッチングで使われるアルゴリズムがジェン
ダーバイアスを固定化することが明らかになっている。35 技術発展により将
来創出される仕事において、ジェンダー平等を図るために特別な措置がとら
れることを推奨する。

暴力とハラスメントをなくすことは、ジェンダー平等の前提条件である。
ILOは仕事の世界の暴力とハラスメントに関する国際基準の設定に取り組ん
でいる。この画期的なイニシアティブの成功は、決定的に重要なことである。

社会的保護の強化

出生時から高齢期までの普遍的な社会的保護の保障を提唱する。

社会的保護は人権であり、労働者とその家族が未来の変化に対応するため
に不可欠である。分裂と混乱を生む現在進行中の変化に直面する中で、社会
的保護は労働者を恐怖と不安から解放し、労働市場への参加を可能にする。
社会的保護は人間と経済を豊かにする手助けをする生産的要素である。だが、
世界の人口の半数はいまだに全く保護を受けられない状態にあり、かなりの
割合が部分的な保護しか受けられず、仕事の構造の変化により新たな社会的
保護の空隙が生まれており、それを埋める必要がある。36

仕事の未来には強靭かつ柔軟な社会的保護制度が必要であり、それは人々
の一生涯を通じたニーズを支え、社会連帯とリスク分担の原則に基づいたも
のであるべきである。37 政府は出生時から高齢期までの普遍的な社会的保護

仕事の未来に向けたジェ
ンダー平等のため、変革
的かつ測定可能なアジェ
ンダを提唱する。

出生時から高齢期までの
普遍的な社会的保護の保
障を提唱する。
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を保障しなければならない。より高いレベルの保護をもたらす拠出型社会保
険の仕組みで補完をしつつ、必要とするすべての人に基本的な保護を提供す
る社会的保護の土台 38 の形成が求められている。個人的な貯蓄は、安定的か
つ平等で十分な義務的社会保険給付の上積み部分としての任意の選択肢のひ
とつにすぎない。39

すべての人間のために効果的な保護を確保するには、社会が自営業者を含
むあらゆる就労形態の就労者にまで十分な社会的保護の対象を拡大すること
により、保護の空隙を埋め、進化する仕事の世界に制度を適応させる必要が
ある。これは単なる願望ではない。さまざまな発展段階にある国々が社会的
保護制度を確立し、国や地域の事情に合わせて制度調整をし、インフォーマ
ル経済で働く弱い立場にある労働者にまで対象を拡大している。仕事の構造
が変化し続けていく中で、賃金を支払われる労働と自営業者、さまざまな事
業や産業部門、国家間での移動をする労働者に対して、継続的な保護を提供
するために社会的保護制度自体を進化させる必要があり、デジタル・プラッ
トフォームで働く人を含め、権利や給付がアクセス可能で移動可能であるこ
とを確保しなければならない。

人口動態上の傾向、仕事の構造の変化、年金受給の目減り、収益基盤の縮
小などの要因により、社会的保護制度の持続可能性が日増しに問題になって
いる。生涯現役社会の支援は、社会的保護制度に対する負担を軽減する方法
のひとつである。公共予算が逼迫していても、政府は財源を充実させる選択
肢を得ることができる。たとえば、公共支出の再配分、税収増加（セクショ
ン2.3参照）、社会保険の対象と拠出収益の拡大などである。また、確固とし
た持続可能な社会的保護制度は、使用者の拠出金にも依拠している（社会保
険）。国際社会は国家の社会的保護制度の整備を支援することもできる。
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2.2�仕事に関わる制度に対する投資の拡充
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労働は、市場において最低価格で取り引きされるような商品ではな
い。労働者は、権利とニーズと志を持つ人間である。仕事をとりま
く制度は、労働者に自由と尊厳、経済的安定、機会均等を保障する。

これらの制度は、資本と労働の間に内在する非対称性に対応し、衡平かつ公
正な労使関係を確保するよう設計されている。それらは公正な社会を築くた
めの礎石であり、法律、規則、雇用契約、労使団体、労働協約、労働行政・
労働監督官制度を含む。正しく設計され、機能すれば、諸制度は労働市場や
経済の実績の向上にも役立つ。人間の潜在能力を十分に引き出すには、これ
らの制度の持つ力の強化が必要である。社会契約の履行はこれにかかってい
る。

仕事の世界で現在進行中の変化は、普遍的労働諸権利保障の確立、時間主
権の拡大、集団的利益代表制の再活性化、ディーセント・ワークのための技
術の活用などを通じ、仕事を規律する制度の強化と活性化を必要とする。こ
れらのステップは、社会正義のある仕事の未来を形作り、フォーマル化への
道を拓き、不平等とワーキング・プアを減らし、安定を強化し、労働の尊厳
を守るために必要なものである。

普遍的労働諸権利保障の確立

労働者の基本的権利、「妥当な生活賃金」、労働時間の上限規制、安全で衛生
的な職場の確保を含む普遍的労働諸権利保障を提唱する。

仕事の構造が変化する中で、フルタイム雇用、オンラインでの細分化され
たマイクロタスクの実行、世界的なサプライチェーンに納品する在宅生産へ
の従事、有期契約による労働のいずれであるかを問わず、全労働者に対して
十分な保護を提供するための新たな方法を考える必要がある。雇用関係が労
働者保護の中心であることは変わらない。雇用関係において労働者の有効な
保護を確保するには、責任を見直し、必要に応じて明確化し、法令の射程を
調整する必要がある。同時に、契約上の取り決めや雇用形態にかかわらず、
すべての人の人間らしい労働条件を確保するために、全労働者が十分な保護
を平等に享受する必要がある。
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ILOの創設者は人間的労働条件として以下を規定した：

「1日及び1週の最長労働時間の設定を含む労働時間の規制、［中略］
妥当な生活賃金の支給、雇用から生ずる疾病･疾患･負傷に対する労働
者の保護、児童･年少者･婦人の保護、老年及び廃疾に対する給付、自
国以外の国において使用される場合における労働者の利益の保護、同一
価値の労働に対する同一報酬の原則の承認、結社の自由の原則の承認［後
略］40。」

全労働者に対してこれらの保護を確実に与えることにより、公正競争が確
保される。

以下を含む普遍的労働諸権利保障の確立を推奨する：

(a)  労働者の基本的権利：結社の自由および団体交渉権ならびに強制労働、
児童労働、差別からの自由の実効性ある承認。

(b)  基本的労働諸条件：(i) 「妥当な生活賃金」41、(ii) 労働時間の上限規制 42、(iii) 
安全で衛生的な職場。43

国際社会は長らく健康が人権であることを承認してきた。44 しかし、世界
では労働災害と職業病の結果として毎年約300万人の労働者が死亡し続けて
おり 45、労働安全衛生を「労働における基本的原則及び権利」のひとつとし
て承認する時が来ている。

普遍的労働諸権利保障のさまざまな要素は繋がり、相互に補強し合う。長
時間労働の規制は、労働災害及び関連する心理社会的リスクを軽減する。「妥
当な生活賃金」は、ワーキング・プアや低賃金から派生する児童労働および
強制労働との闘いに有効である。 

普遍的労働諸権利保障は、保護の土台を提供し、その土台は労働協約また
は法令によって引き上げることもできるものだ。それは包摂的な労働市場制
度を構築する出発点となる。労働者保護の範囲拡大は、労働者の基本的権利
と所得の安定の享受を確保することを可能にし、多くの労働者に対してイン
フォーマル経済からフォーマル経済での労働に移行する道を提供する。46 社
会的保護の土台と併せ（セクション2.1参照）、諸権利保障は仕事の幸福度を
保障し、貧困と闘うための一層強力な行動を後押しする。また、それは雇用
関係を強化し 47、諸権利保障の範囲を超えた労働者保護の拡大につながる。
これらはより生産性の高い労働力のための重要な要素であり、個々の会社の
利益につながり、持続可能な経済成長に寄与する。

労働者の基本的権利、「妥
当な生活賃金」、労働時
間の上限規制、安全で衛
生的な職場の確保を含む
普遍的労働諸権利保障を
提唱する。
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時間主権の拡大

労使双方のニーズを満たす時間主権を実現する措置を提唱する。

歴史的に、労働時間の上限を規制し、短縮するための努力は続けられ、生
産性向上がこれに伴って実現されてきた。48 これは今なお重要な政策目標で
ある。変革的な技術と仕事の構造の変化は、これらの規制の効果的な適用に
新たな課題を突きつける。どこでもいつでも働くことを可能にする情報通信
技術は、労働時間と生活時間の境い目を曖昧にし、労働時間の伸長を助長し
うる。デジタル時代の政府と労使団体は、たとえばデジタル機器の接続を切
る権利を定めるなど、国が規定する労働時間上限規制を効果的に適用するた
めの新たな方法を考案しなければならない。

いまなお、あまりに多くの労働者の労働時間は長きに過ぎ、時間的貧困、
つまり時間的余裕のない状態が続いている。49 世界中で多数の女性が、仕事
とケアの責任の両立に苦労している。また、家計が苦しい、労働時間を短縮
すると貧困に陥るリスクがあるなどの理由で、多くの労働者が長時間労働を
余儀なくされている。一方では、十分な仕事がない労働者もいる。世界中の
約5人に1人の短時間労働者は、より多く働くことを望んでいる。50 彼らの多
くは、労働時間が非常に流動的で予測不能であり、保証された有給労働時間
も週給もなく、いつ働くかについてほとんど発言権がない。

労働者には、より強い時間主権が必要である。労働時間に関してより幅広
い選択肢と主権を行使する力は、労働者の健康と幸福度を向上させ、個人の
パフォーマンスと企業の業績も向上させる。51 政労使は、柔軟性の向上に対
する企業のニーズを踏まえつつ、労働者に勤務スケジュールの選択肢を与え
る労働時間のルールの策定に注力すべきである。労使双方のニーズに合った
革新的な労働時間ルールを設けるには、社会対話が重要である。それを通じ
て男女双方の労働者にとって、家庭の責任に見合った時間配分が可能になる。

時間的貧困に取り組むために、政労使は、特に開発途上地域などにおいて、
生産性の向上も支援し、労働時間上限規制に合わせて労働時間を短縮しつつ、
労働者が収入を維持または増加できるようにする必要がある。

「待機」状態で働く人々の尊厳を確保するためには早急な対策が必要であ
る。そうすることで、より柔軟な選択肢が現実になり、勤務スケジュールを
自分で管理できるようになる。予測可能な最低労働時間の保証を労働者に約
束する適切な規制措置の採択を推奨する。この他、労働時間が保証されない
仕事に対する割増賃金、また時給労働者が「待機」状態に置かれる時間に対
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する待機料金の支払いを通じて、不確実な労働時間を補償するための措置を
導入すべきである。

集団的利益代表制の再活性化

集団的利益代表制と社会対話を推進する公共政策を提唱する。

政府と労使団体は社会契約の当事者であり、社会対話を通じた社会契約の
設計と履行に対する責任を負う。社会対話を通じた労働者と使用者の集団的
利益代表制は、民主主義の核心をなす公共の利益である。それは公共政策を
通じて奨励し推進されるべきである。意思決定への参加者の幅を広げ、意思
決定をそれぞれの状況に合ったものにすることで、集団的利益代表制度は意
思決定の質と正統性を向上させ、その実行に対する決意を強化する。これは
ひいては、企業・労働市場・経済の適応性、機敏性、そして耐久性を強化す
ることにつながる。集団的利益代表制と社会対話は、仕事の未来における変
化に対応するために必要な制度的な力を提供する。 

経済力の集中および労働者団体と団体交渉の力の低下が、各国内における
不平等の拡大を助長してきた。52 法的枠組みの変化は、仕事の構造の変化と根
強く存続するインフォーマル経済での雇用が相まって、労働者が組織化し集
団としての利益を代表することを困難にしてきた。インフォーマル経済の零細・
小規模企業の場合、使用者団体に自分たちの利益を十分に代表してもらうの
は困難である。一方、公共政策に直接的な影響を与えることのできる大企業は、
企業利益の集団的代表にほとんど価値を見出せていないのかもしれない。社
会的パートナーの代表としての正統性が問題になっているのと同様に、仕事と
労働のガバナンスにおいてそれらが果たす役割も問題になっている。

強力な使用者団体は、少数の支配的な市場関係者による経済政策決定を防
ぐ対抗力を提供し、政治腐敗を防止することができる。使用者団体は、変化
するニーズにサービスを適応させ、ますます多様化する事業利益に対応する
ための力を強化しなければならない。53

使用者団体は、その一員とはみなされないこともある多国籍大企業も含め
た、多様な利害を話し合いの場にもたらすように、召集力を行使しなければ
ならない。国および経済分野をまたがる使用者・事業者団体の召集力に代わ
る力は存在しない。

労働者団体は、労働者を組織化するために、デジタル技術の活用を含め革

労使双方のニーズを満た
す時間主権を実現する措
置を提唱する。

集団的利益代表制度と社
会対話を推進する公共政
策を提唱する。
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新的な組織化手法を採用する必要がある。多様な職場と諸国にまたがる労働
者を、デジタルな手段を通じて組織化し、インターネットで繋がって共に
行動するという新しい形の活動を展開することが可能である。54 デジタル技
術により、労働者団体は従来の職場の外部にいる労働者と連携し、有効な戦
略を設計するためのデータマイニング b) および、クラウドワーク・プラット
フォームやポータブル・ベネフィット c) に関する情報共有など、新たなサー
ビスを提供することができる。市民社会の他団体との連帯から得られるもの
は大きいが、インフォーマル経済の自営業の女性、農村の労働者、デジタル
労働プラットフォームの労働者を問わず、労働者を組織化することにとって
代わるものになりえない。インフォーマル経済の労働者が組織化し、協同組
合として協働し、地域に根ざした組織を通じて、状況を改善することは多く
ある。55 労働者団体は包摂的な組織化戦略を採用し、インフォーマル経済で
働く労働者にまでその構成員を拡大する必要がある。56 これはフォーマル化
へと向かう道であると同時に、包摂のための手段でもある。

政策立案者や社会的パートナー自身にとって、社会契約を実現するのに必
要な社会対話やパートナーシップの仕組みの強化に利用できる選択肢は多数
ある。それらは、その時々の支配的な状況や関係者の選択によって、選ぶこ
とができる。企業レベルでは、労使協議会、相談・情報開示体制、労働者代
表の役員会への出席は全て、効果が実証済みの仕組みであり、それらは変化
に伴う課題に対応し、労働者自身が職業生活に対する影響力を行使すること
を可能にする。団体交渉は、経済的な成功と社会の平等のための基本的権利
であり、強力な手段であり、とりわけ変革の時代においてそうである。三者
構成に基づく社会対話のおかげで、社会契約のパートナーらは、変化がもた
らす幅広い社会問題について検討し、政策対応を導く機会を得ることができ
る。各国がこれらの選択肢を積極的に追求することを推奨する。そして、取
り上げられるべき問題はしばしば国境を越えた拡がりを持つため、地域組織、
多国籍企業、国際労働組合組織に対しても同様の提唱をする。57 

低い生産性、賃金上昇の停滞、不平等の拡大は、これまでの政策で十分に
対応することができなかった問題であり、これに対処するためには賃金決定
制度への投資が必要である。法定最低賃金および団体交渉により決定される
賃金の適切な運用を通じ、賃金政策を再活性化する必要がある。58 インフォー
マル経済をも包含する包摂的な賃金決定制度は、経済社会の発展過程を変革

b) 蓄積された大量のデータを統計学、人工知能等の技法により解析し、そこから知見
を得ること、またはその技術。（注：ILO駐日事務所）

c) 就労形態を問わず、就労者が転職・退職後も加入・享受可能な年金等福利厚生の仕
組 み。The Aspen Institute https://assets.aspeninstitute.org/content/uploads/
files/content/upload/Portable_Benefits_final2.pdf（注：ILO駐日事務所）
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し、暮らしを改善することができる。59

ただしこれには、独立した関係者間の対話と交渉という条件が揃い、国が
これを保障することが前提となる。60 したがって、ここで中核的国際労働基
準全ての普遍的な批准と適用の必要性を強調する。自営業とインフォーマル
経済での就労者を含む全労働者および企業は、結社の自由および団体交渉権
の実効的な承認を享受すべきである。

ディーセント・ワークのための技術

ディーセント・ワークを支える技術の利用および技術に対する「人間主導」
のアプローチを提唱する。

仕事の未来における技術に関する議論は、仕事の創出と破壊の問題と、技
能の再取得の必要性を中心に展開する傾向にある。人間中心のアジェンダで
は、ディーセント・ワークを前進させる上で技術が果たすより幅広い役割は、
これらの議論と同様に急を要し、これらの議論を補完するものであり、目を
向ける必要がある。テクノロジーにより、苛烈な労働、すなわち汚い、退屈、
危ない、搾取的な労働から労働者を解放することができる。協働ロボット（コ
ボット）は仕事によるストレスや怪我の危険性を軽減できる。しかし、技術
主導のプロセスは労働を余剰なものにし、最終的に労働者を疎外し、その成
長を阻害する可能性もある。自動化は労働者自身による裁量と自立、仕事の
内容の豊かさを減退させ、労働者の満足度や技能の低下をもたらす可能性が
ある。仕事の未来において技術の潜在能力を発揮できるかどうかは、労働者
側と使用者側との「ジョブ・クラフティング d)」に関する詳細な協議を含む仕
事のデザインに関する根本的な選択にかかっている。61

我々はまた、人工知能について、仕事に影響する最終的な決断はアルゴリ
ズムではなく、人間自身が行う「人間主導」のアプローチを支持する。セン
サー、ウェアラブル、その他の形態のモニタリングを通じたアルゴリズムに
基づく労務管理、監視、統制は、労働者の尊厳を守るために規制しなければ
ならない。労働者は商品ではない。またロボットでもない。

人工知能、ロボティクス、センサーなどの技術は、仕事を改善する無数の
機会を提供する。たとえばデータマイニングの活用による知識の抽出は、労
働行政が危険の高い分野を特定し、労働監督官制度を改善するために役立つ。
d) 労働者が仕事から満足感を得ながら活躍できるようにするため、主体的に自分の

仕事内容を再設計すること。Justin M.Bergほか” What is Job Crafting and Why 
Does it Matter?” https://positiveorgs.bus.umich.edu/wp-content/uploads/
What-is-Job-Crafting-and-Why-Does-it-Matter1.pdf（注：ILO駐日事務所）

ディーセント・ワークを
支える技術の利用および
技術に対する「人間主導」
のアプローチを提唱す
る。



44

仕事の未来世界委員会報告書 － 輝かしい未来と仕事

アプリやセンサーなどのデジタル技術は、企業と社会的パートナーがサプラ
イチェーンにおける労働条件や労働法令順守の監視を容易にする。暗号化し
たブロックと分散化したデータベースを通じて透明性とセキュリティを担保
するブロックチェーン技術は、最低賃金の支給を保証し、移民労働者のため
の技能の移転と社会的保護、またデジタル労働プラットフォームで働く人に
対する社会保障給付の支給を促進する。政府と労使団体は、ディーセント・
ワークを支えるデジタル技術の育成、試行、普及に投資しなければならない。

同時に、デジタル技術は、労働者保護の効果的な適用に関して、新たな課
題も提示する。デジタル労働プラットフォーム 62 は、世界各地の多数の労働者
に新たな収入の源泉をもたらすが、その一方で、国際的な管轄をまたぎ仕事が
分散するという性質により、準拠する労働法の順守状況の監視が困難になる。
デジタル労働に対する賃金は低いことがあり、それはしばしば通常の最低賃
金を下回り、不公正な処遇を是正する公的な仕組みは設けられていない。63 将
来的にこのような形態の仕事の拡大が予想されるため、デジタル労働プラッ
トフォームに関して、一定の最低限の権利と保護を尊重することをプラット
フォーム（およびそのクライアント）に要求する国際的なガバナンス制度を設
けることを推奨する。船員に関する事実上のグローバルな労働法である2006
年海上労働条約（MLC、2006）は、異なる管轄の労働者、使用者、プラットフォー
ム、クライアントが抱える課題に対応するにあたり、示唆を与えるだろう。

新たな技術は労働者に関する膨大データを生成する。これは労働者のプラ
イバシーに対する危険を意味する。データの使用法によっては、他の影響も
考えられる。たとえば、ジョブマッチングで使われるアルゴリズムは、過去
の歴史的な偏見や固定観念を再生産する可能性がある。仕事の世界における
データの使用とアルゴリズムによる労務管理を統制するための規制の整備が
必要である。企業は必ず透明性とデータ保護に関する方針を定め、どのよう
な情報が追跡されているかを労働者が把握できるようにしなければならない。
労働者は職場でのあらゆるモニタリングについて知らされ、組合への所属状
況など、差別につながる可能性のあるデータの収集については制限を設ける
べきである。労働者は自身のデータへのアクセス権を与えられ、また、自分
の代理または規制当局にその情報を提供する権利が与えられるべきである。

新たな技術が仕事に与える影響を政府と労使団体が監視し、労働者の尊厳
を尊重する形で技術の発展を促し、またこれらの点において新たな規制の採
用を検討することを推奨する。
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新技術、人口動態の変化、気候変動の中で進行する大きな経済的変化
は、我々の経済と仕事に対し、破壊的かつ変革的な影響を与える。
人間中心のアジェンダの第三の柱は、ディーセント・ワークを創出

する方向でこれらの変革を形作り、導くための大きな投資を要求する。すべ
ての政府と労使団体が、この決定的に重要な意思決定プロセスに参加しなけ
ればならない。

今や、各国は人間開発を奨励し、地球を保護する長期的で持続可能な投資
を優先しなければならない。新たなルール、企業に対するインセンティブ、
経済政策目標は、ディーセントな仕事、ジェンダー平等、持続可能な開発を
前進させる経済分野への投資をより一層導くと同時に、高付加価値な活動の
基礎を提供することができる。全体的な目標は、すべての人にとって「ディー
セントかつ持続可能な仕事」に投資をすることである。これは、すべての人
にディーセント・ワークをもたらすための人間中心の成長と開発の道を示す
ものである。64

ディーセントで持続可能な仕事を推進するための経済変革

ディーセントで持続可能な仕事を推進する重点分野への投資を推進するため
のインセンティブを提唱する。

2030アジェンダで、国際社会はすべての人間のための完全雇用とディー
セント・ワークをという目標を採用した。現在、各国はそれぞれ策定した国
内計画に従い、その目標の達成に向け努力をしている。その中で、我々は、
避けられない世界のニーズを満たす上で戦略的に重要な経済分野、および
ディーセントで持続可能な仕事を実現する好機を活用する経済分野への投資
を強く推奨する。

ケア経済は2030年までに世界で4億7500万以上の仕事を創出する可能性
がある。65 ケアに対する投資は、多数の国で急速に進行する高齢化への対応
という喫緊の社会的ニーズを満たし、ジェンダー平等に向けた進展の道を拓
く。66 ケア経済の変革は、良質なケアサービスへの公共投資、ケア労働者の
ためのディーセント・ワーク政策、有償労働への復帰を希望する無償ケア労
働者の支援、有償ケア労働の再評価とフォーマル化にかかっている。67 新た
な技術は労働条件の改善に加え、サービスの範囲およびその提供をも拡大す
ることができる。

気候変動を緩和するのに必要な対策は、必然的に仕事の世界にも変革的な



47

２. 社会契約の履行：人間中心のアジェンダ

影響を与える。我々は、この変革が事業と労働者にもたらす混乱の程度を過
小評価してはいない。68 しかし、この状況への適応戦略を綿密に策定すれば、
仕事の世界に関わるすべての人間にとって、公正な移行を通じ、全体として
雇用に良い影響をもたらすことができる（セクション2.1参照）69。環境悪化
は脆弱な集団と低所得国に対して不相当な悪影響を与えるため、グリーン経
済への投資の拡充は包摂的な仕事の未来への前進につながる。70 再生可能エ
ネルギーと環境的に持続可能な建設業、およびレトロフィット e) は、大きな
投資および革新が必要な分野であり、相当量の仕事の創出と技能の再取得を
もたらす。71 零細・中小企業は、気候変動に対する地域的な適応策の設計に
おいて、特に重要なパートナーである。

農村経済は、世界で5人に2人以上の労働者を占める。72 多くが貧困とイン
フォーマル経済下で生活し、小規模農作に生計を頼っている。だが、農村経
済への戦略的投資は遅れている。この流れを逆転させ、ディーセントで持続
可能な仕事を実現するためには早急な対策が必要である。これには土地保有
権の強化、女性の権利拡大、信用供与と保険へのアクセス改善、食糧安全保
障のための公正で安定した農作物価格に向けた措置の確立が含まれる。73

小規模自給自足農業の向上と刷新は、人々が貧困から脱し、各国が経済的
変革に必要な農業の利益を得ることに向けた大きな一歩となる。このことに
優先的に取り組むためには、その多くが女性である小自作農を国・地域・世
界レベルで、農業・工業・サービス業が前後に連携したアグリビジネスのバ
リューチェーンに統合する必要があり、また、彼女たちがバリューチェーン
の機会を活用できるように、政府のイニシアティブを通じて信用供与を受け
られるようにすべきである。74

農村経済は気候変動の影響を受けやすいと同時に、最大の温室効果ガス排
出源のひとつでもある。農村地域でクリーンかつ安価な再生可能エネルギー
の利用を進めることが緊急に必要とされている。携帯電話から細流灌漑ま
でのあらゆる面での電力供給により、デジタル技術の活用が可能になり、農
村の労働者はモバイルエクステンション・サービス f) やモバイルバンキング、
さらにはインターネット小売業・サービス業の利用が可能になる。75

e) 古い製品・機械・システムに新たな技術や機能を追加すること。Wikipedia https://
en.wikipedia.org/wiki/Retrofitting（注：ILO駐日事務所）

f) スマートフォン等モバイル機器を使い農業に関するアドバイスを受けるサービ
ス。Shawn A. Cole ほ か ” ’ Mobile’ izing Agricultural Advice: Technology 
Adoption, Diffusion and Sustainability https://www.povertyactionlab.
org/sites/default/files/publications/420_536Mobile_Agric%20Technolgy_
ShawnColeSSRNApril2016.pdf （注：ILO駐日事務所）

ディーセントで持続可能
な仕事を推進する重点分
野への投資を推進するた
めのインセンティブを提
唱する。
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相互補完的な二つのアプローチにより、持続可能な農業の発展を促進でき
る。まず、農村への換金作物と食用作物を混合した農作の奨励に対象を絞っ
た政策により、食料を確保し、ディーセントな暮らしを送ることを支援する。
次に、グリーンインフラへの投資により、生態系に配慮した生産技術の採用
を促進する。76

究極的に、国がどの分野への経済投資を選択しようと、良質な公共サービ
スを含む高品質の物理的・デジタル・社会的インフラが基本的な前提条件と
なる。77 不十分な交通網は労働者の移動を制限し、商取引を妨げ、都市と地
方の分断を悪化させる。不十分で劣悪な住宅により事故と体調不良の危険が
高まる。低水準の学校、技術系大学、職業訓練校は、次世代の人材の育成を
困難にする。また、開発途上国では、水、エネルギー、衛生、医療などの基
本的サービスの欠如が女性の負担を重くし、労働市場への参加を妨げている。

デジタル・インフラへの投資の拡充は、複数の側面で効果がある。特に、
普遍的なデジタル接続と携帯電話の利用推進により、デジタル・ディバイド

（情報格差）を埋めることは、国のビジネスと開発のアジェンダの土台となり、
高付加価値サービスの開発を追求する産業政策を補完する。デジタル・イン
フラへの投資は、デジタルを基盤とするグローバル・バリューチェーンへの
開発途上国と新興国の参加を後押しする。78 さらにインフラへの投資は、国
の創造的経済を活性化させる。創造的経済には高い技能を要し、専門的でや
りがいがあり、自動化のリスクが低い仕事を生み出す大きな可能性がある。79

これらに必要とされる規模の投資の資金調達は、活発な民間部門とそれが
生み出す国内資源の流動化を通じて達成できる。違法な資金移動による資源
の流出を防ぐことは、このアジェンダにとって極めて重要である。政府開発
援助と海外直接投資の両面による外部からの資金調達は、補完的かつ触媒的
な役割を果たす。これは、開発の持続可能性に深刻な危機をもたらしかねな
い過剰な債務負担を防ぐための対策を伴ったものでなければならない。開発
途上国は持続可能な長期負債の負担のために援助を必要とする場合がある。80

開発融資の復活は、重点分野への戦略的投資を後押しすることができる。多
国間・国内開発銀行および混合融資イニシアティブは、インフラ投資に対す
る制約を軽減できる。
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インセンティブを転じる：人間中心のビジネスおよび経済モデルに向けて

ビジネスインセンティブの仕組みの再構築および幸福度、環境的持続可能性、
平等に向けた進歩の補完的指標を提唱する。

この投資アジェンダは、それを支援するビジネス環境と長期融資を促すイ
ンセンティブにより支えられなければならない。そのため、我々はビジネス
の成功を可能にする環境と、人間中心のアジェンダを実行する条件とをより
よく整合させることを求める。民間部門はこのアジェンダを最大限実現する
上で決定的な役割を果たす。

企業が環境および事業を展開する地域社会に及ぼす正負の影響について、
企業自身が責任を負うような革新的な対策を模索しなければならない。しか
し金融市場は、短期的な財務目標の達成と株主の期待を満たすよう強い圧力
をかけてくる。インセンティブが短期的利益の達成を偏重する中、企業が最
終的には競争力・成長・成功、そして企業活動と人間中心のアジェンダとの
整合性をもたらすような長期的な計画を立案することが困難なことがある。
この観点から、そのような整合性の推進を支援するために、市場本位のイン
センティブの開発の必要性が強いと考える。

多くの企業がすでにこのアプローチを採用している。コーポレート・ガバ
ナンスと企業行動で二つの変化が求められる。81 一つ目の変化は、ステーク
ホルダーによる利益代表を拡大し、企業が社会や地域のより広い関係者に対
して、より責任を果たすようにすることである。これにはアドバイザーとし
てのステークホルダー委員会の設置、または金融規制団体におけるステーク
ホルダー利益代表の確立などの措置が含まれる。二つ目の変化は、長期的成
功に対するインセンティブの確立である。これにはたとえば、四半期ごとの
財務報告義務の廃止などが考えられる。その他の案として協議されたのは、
長期株主に対するインセンティブや、より包括的な収益報告などである。

投資業界、特に年金基金も重要な役割を果たす。事業報告における透明性
要件および適切な規制構造に支えられた、社会的・環境的に責任ある投資を
促すための革新的な金融商品には、すでに実施されている重要なイニシア
ティブを適正な規模にまで拡大する。

ビジネスインセンティブ
の仕組みの再構築および
幸福度、環境的持続可能
性、平等に向けた進歩の
補完的指標を提唱する。
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公正な財政政策の効果的な適用は、ディーセントで持続可能な仕事への投
資に対する資金調達に不可欠である。税制は公平で、ディーセント・ワーク
の推進、経済成長、事業発展と整合していなければならず、税収は人間中心
のアジェンダの目標の達成にとって十分でなければならない。82 我々は、す
でにさまざまな国際フォーラムで進められている脱税との闘いや、透明性を
向上させるための国際協力を強化する重要な作業を認識し、奨励する。83

この点に関しては、高度にデジタル化されたビジネスモデルを持った企業
が公正な税額を支払うことを担保するといった、特にデジタル経済由来の拡
大しつつある困難な課題が横たわっている。そのため、税源侵食と利益移転
を一掃するための努力が重要である。適切な財政制度の遵守による歳入増加
は、デジタル・ディバイドという課題に取り組むためのデジタル資金を得る
重要な機会を提供する。我々は、今日のテクノロジー企業群への力の集中に
強い懸念を抱き、革新のための競争および、社会的目標により合致した事業
発展の推進に向けた国際的な取り組みを支援する。84

従来の国内総生産（GDP）のみに基づく経済と社会発展の評価制度には限
界がある。85 GDPは、政府支出を含め人と経済単位により生産される財とサー
ビスの金銭的な価値のみを測定するためである。それは価値創出の不完全な
尺度であり、それのみでは、政策の成功を測る指標として欠陥がある。した
がって、我々は、人間中心のアジェンダにおける発展を奨励し、より正確に
捕捉する指標でGDPを補完することを求める多くの意見に賛同する。

家庭内と地域社会で提供される無償労働を評価する指標の開発と活用を推
奨する。86 これは社会で行われる仕事全体の価値の包括的な数値を示し、政
府はそれを活用して有償と無償の労働者双方、とりわけケア経済の分野にお
ける労働者を支える政策を策定することができる。87 我々はさらに、経済活
動の外部性、特に環境浄化と医療・健康管理のコストを含む環境的外部性を
算入できる指標を推奨する。最後に、世帯収入の伸びと教育・医療・住居へ
のアクセスを包含する経済成長の成果の分配および衡平性という側面を計測
するための一つまたは複数の指標の開発を推奨する。88
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表２．人間中心のアジェンダ

人間の潜在能力への投資の拡充

1. 生涯学習の普遍的権利を認め、生涯を通して技能取得・向上・再取得できる有効な生涯学
習制度を確立すること。

2. 仕事の未来の変容への人々の対応を支援するための制度・政策・戦略への投資を拡大し、
若年層の労働市場への参入経路を築き、高齢者が経済活動に従事し続けるための選択肢を
広げ、労働者が労働市場の変容に積極的に対処できるようにする。

3. 家事育児介護の責任分担を男女間で平等にし、その進展過程の透明性を確保し、女性の利
益代表を強化し、ジェンダーに基づいた差別をなくし、職場での暴力とハラスメントを根
絶することにより、ジェンダー平等に向けた変革的かつ測定可能なアジェンダを実施する。

4. 持続可能な財源と、社会連帯とリスク分担の原則に基づき、自営を含むあらゆる形態の労
働者に対し、出生時から高齢期までの普遍的な社会的保護を保障するための社会的保護制
度を強化する。

仕事に関わる制度への投資の拡充

5.  すべての労働者に対して、基本的労働権、「妥当な生活賃金」（1919年ILO憲章）、労働時
間の上限規制および労働安全衛生を含む保護の土台を提供する普遍的労働諸権利を確立す
る。

6. 最低限必要な労働時間を確保し柔軟な制度運用を求める企業のニーズを満たしつつ、労働
者が仕事と生活の調和を実現できるようにするために、業務日程や時間についての選択肢
を拡げた働き方を形成することで、労働者の時間主権を拡大する。

7. 公共政策を通じて積極的に労使の集団的利益代表制度と社会対話を推進する。

8. ディーセント・ワークのために技術を活用・制御し、テクノロジーについて「人間主導」
アプローチを採用する。

ディーセントで持続可能な仕事への投資の拡充

9. ディーセントで持続可能な仕事の実現に向けて、重点分野への投資を推進するインセン
ティブを創出する。

10. 実体経済における長期的投資を誘導するためのビジネスインセンティブの仕組みを再構築
し、幸福度、環境持続可能性と平等に関する進展度合いを測る補完的指標を開発する。



責任を持つ
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仕事の世界で起こっている社会を変容させる様々な変化の進展と、そこか
ら得られる恩恵を最大化し公正に分配するために我々がどこまで準備できて
いるのかを見てみると、全く対照的なものがある。合意された目標を達成す
るためにどんな変革が必要かを予測しそれを形作るための適切な行動を欠く
場合、この大きな隔たりは、不確実性を助長し、仕事の未来の世界において
自分自身を勝者とみなす人々と敗者になるのではないかと恐れている無数の
人々との間で意見を対立させる危険がある。

実際、国際システムは2015年に2030アジェンダを採択したことで、適切
な行動に向けてすでに重要な措置を講じている。2030アジェンダは、今後
10年間のグローバルな開発のための包括的な見取り図と、組織改革を経た国
連システム全体で取り組むべき共通目標を設定している。我々は、本報告書
の提言が2030アジェンダ、特にディーセント・ワークと経済成長に関する
目標8の達成に重要な貢献をすることができると考えている。

我々はすべての関係者に、我々が望む仕事の未来を築くための責任を持つよ
う要請する。今日よりも高い水準の信頼、共通の目的および一貫性を持って協
力する政労使および国際機関の真のコミットメントと力を引き出すことができ
れば、各国および国際的な緊急かつ断固とした行動が変化をもたらすであろう。

社会契約の再活性化

我々は、社会契約の再活性化に専念することを要請する。社会契約が社会正
義の達成にいかに重要であるかは、本報告書全体にわたって強調してきた。社
会契約を支える原則は普遍的なものだが、社会契約の対象範囲はこれまで十分
に包摂的なものではなかった。成長と繁栄への貢献の見返りとして、人々は市場
経済において避けることのできない絶え間ない変動から保護され、その権利が尊
重されているのである、という共通理解に基づいて、我々は、包摂的な社会契約
への全世界からの明確な再コミットメントを期待する。仕事の世界における当事
者の差し迫った責任は、人々の共通の願いを叶える「仕事の未来」を形作るた
めに団結することである。これは、次世代に対する責任でもある。そのような努
力を結実させるためには、人々、世代、国、そして国際機関の連帯を必要とする。

仕事の世界の変容は、現在労働市場に参入していく若者の職業人生を左右
するであろう。我々は、若者に対しては職業人生での変遷をうまく方向付け
るための最良の機会を個別に用意する必要があり、社会に対しては機会を最
大限に活用するために共同して備えを用意する必要がある。

３．責任を持つ
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我々は、すべての国が「仕事の未来」に関する国家戦略を策定することを
提言し、策定にあたっては社会対話のための既存の機関、あるいは必要に応
じて新しい機関を設立し、それらに依拠することを求める。国家戦略は、本
報告書内の提言を実行に移すためのものであり、各国固有の状況を鑑みて実
施すべきである。包摂的な対話を実現することは、一方で企業、職場、地域
社会の多様な実情に配慮することを意味し、他方で「仕事の未来」に関連す
る議論の国際的な側面と意見交換で得られる良い部分を捉えるために、国境
を越えて働きかけることを意味する。

ILOの責任

この委員会は独立したもので、我々のみが本報告書と提言に対して責任を
負うものである。しかしながら、我々は、本報告書が2019年6月の100周年
ILO総会での議論のために提出され、この一年を通じて各加盟国主催の100
周年記念の国内行事で議論されることを認識している。したがって、我々は、
ILOが権利に強く根ざした規範関連の任務に忠実に従いまた依拠し、三者構
成原則を十分に尊重し続ける必要性を強調すると同時に、ILOの具体的な責
任について以下の通り提言する。

我々は、各国の仕事の未来戦略の策定と政策比較分析に際し、ILOが国際
システムの中で中心的な役割を担う体制を構築するよう求める。さらに、本
報告書で示された、人間中心のアジェンダを適用し実施する際に、ILOが関
係するすべての多国間機関の調整を促進することを求める。

我々は、ILOが仕事の世界における変容という重要な課題に優先的に取り
組むよう求める。ILOは国際労働基準を評価する必要があり、またそれら基
準が更新され、適切なものであり、かつ適正に監視されるようにしなければ
ならない。なかでも、ILOが戦略的な役割を果たすと考えられるのは、すべ
ての人の利益となるようにデジタル化と自動化のプロセスを管理し、それら
のプロセスが仕事の世界にどのように影響を及ぼし続けているかの理解を深
める点においてである。これには、新技術が仕事のデザインと労働者の幸福
度に与える影響の評価が含まれる。

具体的には、ディーセント・ワークの支援ができるように、ILOがデジタ
ル技術に関するイノベーションラボ（研究所）を設立することを求める。研
究所は、労働条件を監視するにあたって使用者、労働者および労働監督機関
を支援するテクノロジーの適合と適用の試験運用ならびに活用を促進し、収
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集されたデータの分析と活用方法に関するトレーニングと支援を提供する。
そして、技術革新は単なる事象ではなく進行中のプロセスであるため、我々
はILOに、技術革新の動向を追跡し、結果的に生じる政策的課題にどう対処
すべきかについて助言する専門監視団を創設することを求める。

我々は、ILOがILO自身の使命の普遍性に特に留意するよう求める。これ
はILOが、社会正義とディーセント・ワークから歴史的に排除されてきた
人々、特にインフォーマル経済で働く人々を包摂する活動を拡充していくこ
とを意味する。同様に、仕事が行われる状況の多様化、とりわけプラット
フォーム経済においてデジタル技術が仲介する仕事といった新しい現象に対
する革新的な行動をも意味する。我々は、労働諸権利の保障がこれらの課題
に対処する適切な手段であると考えており、ILOがその実施に向け早急に注
力することを推奨する。

多国間システムの責任と課題

仕事の未来についての議論が注目を集めるようになったのと同時に、多国間
システムはまさにその有効性と正当性に対する深刻な問いかけに直面してい
る。その二つは偶然の一致ではない。多国間主義がそのようなプレッシャーに
さらされているのは、まさに今日の世界的な課題に対して信頼できるような対
策を提示する能力について疑念が持たれているためである。多国間システム
が、一貫した協力体制で信頼にたる対策を提示できると証明することは、最
大限の能力を発揮するのに必要な政治的支援を取り戻すために大いに役立つ。

我々は、本報告書に提示された諸提言を実行するために、多国間システムの
すべての関連機関が実質的な共同作業を強化する方法を模索することを強く求め
る。この提言を行うにあたって我々は、国連システム、ブレトンウッズ機関およ
び世界貿易機関（WTO）の諸機関の憲章および使命が、補完的かつ共存可能な
目的を反映しているとの認識に意を強くしている。それらの使命は相互に結びつ
き、補強し合っており、それらの内在的な相乗効果をよりよく活用する必要がある。

我々は特に、世界貿易機関（WTO）、ブレトンウッズ機関、およびILOと
の間でより体系的かつ実質的な実務関係を構築することを推奨する。貿易、
金融、経済社会政策の間には、強固かつ複雑で極めて重要な結びつきがある。
我々が提唱する人間中心の成長と開発のアジェンダの達成は、これら政策間
の調和に大きくかかっている。貿易・金融政策は、ディーセント・ワークを
通じた人々の物質的幸福と精神的発達のための重要な手段である。
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同様の理由で、我々は、仕事に関連する特定の分野でより大きな国際協調
を求める。多国間および国際的な活動は、この社会契約の実現を保証する必
要がある。たとえば、本報告書が発表されるまでの間に、国連システムは、

「安全で秩序ある正規移住のためのグローバル・コンパクト」、そして「難民
に関するグローバル・コンパクト」を正式に採択しているだろう。これらは、
難民の労働市場へのアクセスおよび移住に関し、国際システム全体でより強
力な協力関係を築く新たな機会をもたらすだろう。同様に、2011年6月に採
択された、国連の「ビジネスと人権に関する指導原則」は、企業活動に関連
した人権への悪影響を防止・対処するために、広範に支持された世界的枠組
みを提供している。我々が定めたプロセスと目的の達成に向けて、この枠組
みは、企業の積極的な貢献をより広範に推進するのに活用することができる。

同様に、我々はILOが、本委員会の労働安全衛生と生涯学習に関する提言
を実施するためのプロセスについて、世界保健機関とユネスコのそれぞれと
探求することを求める。

最後に

本委員会は、この報告書を旅の始まりに過ぎないと捉えている。我々は、
この旅が、各国内および国際的にできるだけ広範囲の参加を得て進められる
ことを願っている。

我々の任務は、仕事の未来にとって重要な課題であると我々が確信してい
るものを特定し、それらにどのように対処するかを提言することである。我々
は、これらの問題が別のところでも精査されていることを認識しているし、
我々の意見のみが取り入れられることを期待しているわけではない。

しかし、我々は二つのことを確信している。第一に、世界中の政府、使用
者、そして労働者を結集させる機関として、またその使命のために、ILOは
この先の旅に向けた羅針盤かつガイドとしての適切な役割を果たすにふさわ
しい存在といえる。第二に、本報告書自体の功績が何であれ、我々が検討す
るよう依頼された諸問題が重要であるということである。地球上あらゆる場
所の人々にとって重要であり、地球自体にとっても重要である。それらの問
題には困難が伴うが、我々は差し迫った状況であってもその困難をはねのけ
る。そして、もしも我々がうまく答えを導き出すことができれば、仕事の世
界の次世代のための新たな素晴らしい見通しを立てる手助けになるだろう。
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NOTES

1 The Commission examined the mass of ana-
lyses and predictions on the likely impact of 
technological innovation on future employment. 
This question dominates much of the debate on 
the future of work and there are divergent esti-
mates of the numbers of jobs that will be created 
and destroyed (see Ernst, Merola and Samaan, 
2018). The Commission decided against under-
taking further simulation modelling on this topic.

2 Merkel, 2018.

3 Decent work refers to opportunities for work 
that are productive and deliver a fair income; 
security in the workplace and social protec-
tion for families; better prospects for personal 
development and social integration; freedom for 
people to express their concerns, organize and 
participate in the decisions that affect their lives; 
and equality of opportunity and treatment for all 
women and men. The Decent Work Agenda has 
four strategic priorities: promoting employment; 
developing and enhancing measures of social 
protection; promoting social dialogue and tripar-
tism; and respecting, promoting and realizing 
the fundamental principles and rights at work. 
See ILO Declaration for Social Justice for a Fair 
Globalization, 2008.

4 Two billion workers (1,983 million), representing 
61.2 per cent of the world’s employed population. 
See ILO, 2018a, p. 13.

5 ILO, 2018b, p. 8.

6 An estimated 40.3 million people were victims 
of modern slavery in 2016; almost one quarter 
were below the age of 18 (ILO, 2017a).

7 ILO, 2017b, p. 2; Messenger, 2018, p. 3.

8 ILO, 2016.

9 Evidence for high-income economies shows 
that most have experienced a decoupling of real 
average wage growth from productivity growth, 
explaining why labour income share (the share 
of labour compensation in GDP) in many coun-
tries remains substantially below that of the 
early 1990s (ILO, 2018d; OECD, 2018). Added to 
the analytical puzzle is concern that our measure 
of productivity in an age of artificial intelligence 
and automation is increasingly likely to be out 

of sync with general economic experience. This 
is due in particular to the role of “frontier firms” 
(high-productivity leading firms in each industry) 
and uneven technology diffusion within indus-
tries and between countries (Andrews, Criscuolo 
and Gal, 2015; Dorn et al., 2017). 

10 ILO, 2018d.  

11 Overall, the Gini measure of global inequality 
has diminished since the 1980s, although it 
is still at a very high level in historical terms 
( Bourguignon and Morrisson, 2002; Lakner 
and Milanovic, 2016). Within-country income 
inequality (on average, globally) has increased, 
accompanied by a concentration of wealth by 
the top 1 per cent of the income distribution 
(Alvaredo et al., 2018). Wage inequality, as meas-
ured by the D9/D1 measure, has increased in 
most OECD countries (ILO, 2014).

12 Preamble to the ILO Constitution, 1919.

13 The social contract has its genesis in the works 
of political philosophers such as Thomas Hobbes 
(1651), John Locke (1690), Jean-Jacques Rousseau 
(1762) and, in the twentieth century, John Rawls 
(1971). It explains the basis of the legitimacy of 
state authority over citizens. Individuals agree 
to certain limits on their inalienable freedoms in 
exchange for protection of their rights and satis-
faction of the interests of society.

14 Social dialogue is a process in which represen-
tatives of governments, employers and workers 
exchange information, consult and negotiate 
with each other to build consensus and address 
key economic and social challenges (ILO, 2013).

15 ILO, 2017c, p. 24.

16 ILO, 2018b, p. 8.

17 Messenger, 2018, p. 2.

18 ILO, 2017d.

19 For rising inequalities, see note 11; for inter-
generational inequalities, see Narayan et al., 2018; 
Nybom, 2018.

20 See ILO Transition from the Informal to 
the Formal Economy Recommendation, 2015 
(No. 204).
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21 A lifelong active society responds to the struc-
tural challenges presented by an ageing popu-
lation. It is a society in which the will and ability 
of older people is fully utilized. It promotes the 
employment of older people should they choose 
to continue working and seeks to reduce the 
social protection burden on future generations. 
See Seike, 2016.

22 Sen, 1999. For more on the capabilities 
approach, see Nussbaum, 2000 and 2013.

23 The Universal Declaration on Human Rights, 
adopted in 1948, proclaims in its Article 26: 
“everyone has the right to education” (UN, 1948).

24 Nybom, 2018.

25 See Schmid, 1998 and 2017 on transitional 
labour markets and Anxo, Bosch and Rubery, 
2008 on life-stage transitions. Both literatures 
identify policies aimed at supporting people 
through transitions.

26 Schmillen and Umkehrer, 2017.

27 For the case of Africa, see Lopes, 2019, p. 112.

28 In the European Union, the average duration 
of working life has increased from 32.9 years in 
2000 to 35.9 in 2017 (see Eurostat; Gratton and 
Scott, 2016).

29 See ILO Social Security (Minimum Standards) 
Convention, 1952 (No. 102).

30 Telework refers to the use of ICTs for the 
purpose of working outside of the employer’s 
premises (see Eurofound and ILO, 2017).

31 ILO, 2018e.

32 ILO, 2018f; see also Grimshaw and Rubery, 
2015, for policies to address the motherhood 
wage gap.

33 ILO, 2018d.

34 Berg et al., 2018; Adams and Berg, 2017; 
Barzilay and Ben-David, 2017.

35 Mann and O’Neil, 2016.

36 Only 29 per cent of the global population are 
covered by comprehensive social security systems 
that include the full range of benefits; 55 per cent 
are completely unprotected (ILO, 2017d).

37 Behrendt and Nguyen, 2018; ILO, 2018g.

38 See ILO Social Protection Floors Recommen-
dation, 2012 (No. 202).

39 ILO, 2017d.

40 Preamble to the ILO Constitution, 1919.

41 The ILO Minimum Wage Fixing Convention, 
1970 (No. 131), provides for a minimum wage, 
taking into consideration: (a) the needs of 
workers and their families, taking into account 
the general level of wages in the country, the 
cost of living, social security benefits and 
the relative living standards of other social 
groups; and (b) economic factors, including the 
requirements of economic development, levels 
of productivity and the desirability of attaining 
and maintaining a high level of employment. 
Modalities for implementation can be designed 
to also address piece rates and hourly pay for 
self-employed workers.

42 ILO Constitution, 1919.

43 ILO Occupational Safety and Health Conven-
tion, 1981 (No. 155).

44 The 1948 Universal Declaration of Human 
Rights recognizes the right to a standard of living 
adequate for health and well-being (Art. 25). The 
1966 International Covenant on Economic, Social 
and Cultural Rights (Art. 7(b)) recognizes the right 
to safe and healthy working conditions. This 
right applies to both mental and physical health.

45 ILO, 2017b.

46 See ILO Transition from the Informal to 
the Formal Economy Recommendation, 2015 
(No. 204).

47 See ILO Employment Relationship Recom-
mendation, 2006 (No.198).

48 Lee, McCann and Messenger, 2007.

49 Messenger, 2018.

50 Ibid.

51 This is a growing field of empirical enquiry; 
see Wheatley, 2017.

52 Hayter, 2015; see also note 11.
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53 Brandl and Lehr, 2016.

54 Johnston and Land-Kazlauskas, 2018. For 
various initiatives, including the first collective 
agreement in the platform economy, signed in 
Denmark, see: https://www.eurofound.europa.eu/
data/platform-economy/initiatives

55 Kabeer, Milward and Sudarshan, 2013.

56 Hayter and Lee, 2018; Doellgast, Lillie and 
Pulignano, 2018.

57 Luterbacher, Prosser and Papadakis, 2017.

58 Grimshaw, Bosch and Rubery, 2014.

59 ILO, 2018d; Rani, 2017; Hayter, 2018.

60 The ILO Supervisory Bodies examined allega-
tions of anti-union violence concerning 32 coun-
tries in 2016, 32 countries in 2017 and 30 countries 
in 2018. See Reports of the Committee of Experts 
on the Application of Conventions and Recom-
mendations 2017   –  2018, 2019 (forthcoming) and 
Reports of the Committee on Freedom of Asso-
ciation, 377–387.

61 A large body of empirical work builds on early 
insights by Wrzesniewski and Dutton, 2001.

62 These are also referred to as crowdworking 
platforms, as they crowdsource work. Our dis-
cussion is not referring to locally based labour 
platforms where work is allocated through soft-
ware applications (apps), as their operations are 
subject to the regulations of the local jurisdiction.

63 Berg et al., 2018.

64 See note 3.

65 ILO, 2018e, p. 273.

66 Benería, Berik and Floro, 2015; Folbre, 2006. 
Investment in the care economy complements 
gender-equal macroeconomic budgeting under 
way in many countries, designed to ensure that 
resources are collected and spent in a gen-
der-equal manner. It also strengthens govern-
ment efforts to reduce unpaid care work by 
children; an estimated 54 million children aged 
5–17 years work on household chores (including 
care) at least 21 hours per week (ILO, 2017c).

67 ILO, 2018e; Razavi, 2012.

68 The 2015 Paris Agreement on climate change 
and the Sustainable Development Goals (SDGs) 
recognize the imperative to prevent further 
damage to people and the planet. See: https://
unfccc.int/process-and-meetings/the-paris-
agreement/the-paris-agreement.

69 See ILO, 2015.

70 ILO, 2018c.

71 Ibid.

72 ILO, 2018e.

73 ILO, 2017e. See also Bhatt, 2015.

74 UNECA and AU, 2009.

75 Karnik, 2018.

76 ILO, 2018c.

77  The global community has explicitly 
recognized the importance of building resilient 
infrastructure in Goal 9 of the Sustainable 
Development Goals , and realizing many 
other SDGs also depends on it. See: https://
sustainabledevelopment.un.org/.

78 Kenney, Rouvinen and Zysman, 2015; Nathan, 
2018.

79 Bakhshi, Frey and Osborne, 2015.

80 This can happen through coordinated 
policies aimed at fostering debt financing, 
debt relief, debt restructuring and sound debt 
management, as appropriate. See Addis Ababa 
Action Agenda (UN, 2015).

81 We note an emerging consensus that has 
developed since the 2008–09 financial crisis 
among high-level policy advisors and aca-
demics calling for a shift in corporate govern-
ance approaches. These include ideas about 
multi-stakeholder representation, integrated 
corporate reporting and tax incentives, among 
others (Appelbaum and Batt, 2014; Batt, 2018; 
Bullen, 2007; Deakin, 2018; Jubé, 2018; Lazonick, 
2014; Mazzucato, 2018; Plender, 2016).

82 Over the last three decades, OECD econ-
omies have, on average, reduced corporate tax 
rates from around 45 per cent in the mid-1980s 
to 24 per cent in 2018. This drives down the share 
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of corporate tax in total government revenues 
and, according to the Secretary-General of the 
OECD, raises “challenging questions” for govern-
ments seeking to sustain vital public services, 
social programmes and infrastructure (Houlder, 
2017; see also ILO, 2011; OECD tax database: http://
www.oecd.org/tax/).

83 Offshored wealth that escapes tax is a major 
indictment of the current economic system. The 
IMF has found that 40 per cent of all foreign direct 
investment – amounting to US$12 trillion – is 
“artificial”, consisting of financial investment 
channelled through “empty corporate shells” 
with no real activity (IMF, 2018).

84 Mega digital firms operate in a “winner-takes-
most” environment characterized by first-mover 
advantages, market power, big data intelligence, 
and “demand-side economies of scale” (see 
UNCTAD, 2018).

85 Berik, 2018; Stiglitz, Sen and Fitoussi, 2009. 

86 Progress in time-use data and the new 
international statistical definition of work make 
this feasible. In 2013, the 19th International 
Conference of Labour Statisticians introduced 
a new definition of work which includes also 
the production of goods and services provided 
in the home and community, including unpaid 
and volunteer work. See ILO, 2018h.

87 Suh and Folbre, 2016; Antonopoulos and 
Hirway, 2010; Budlender, 2008; Hirway and Jose, 
2011.

88 Here we follow the pioneering work of 
Thomas Piketty and colleagues; see, for example, 
Piketty, Saez and Zucman, 2018.

http://www.oecd.org/tax/
http://www.oecd.org/tax/
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